
平成 13年 3月期 中間決算短信(連結)  平成 12年 11月 9日

上   場   会   社   名       ミネベア株式会社 上場取引所 東 大 名

コード番号       6479 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 取締役経理部長 長野県

　　　　　　  氏　　        名　　　　　　　　　　　　　　大木貞彦 TEL (03) 5434 - 8611
中間決算取締役会開催日　　平成 12年 11月 9日

１. 12年 9月中間期の連結業績（平成 12年 4月 1日 ～ 平成 12年 9月 30日）
(1)連結経営成績 　　　　　　　（金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。）

　　　　売    上    高 　　　　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

12年 9月中間期 142,124 △ 0.7 17,177 4.4 12,987 6.1
11年 9月中間期 143,164 △ 7.5 16,450 △ 16.6 12,237 6.5
12年 3月期 284,757 31,069 21,522

      中間(当期）純利益 　        １ 株 当 た り 中 間     潜在株式調整後１株当
           ( 当 期 ） 純 利 益     たり中間(当期）純利益

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭
12年 9月中間期 7,084 - 16.31
11年 9月中間期 △ 5,289 - -
12年 3月期 △ 2,677 -
(注)①持分法投資損益    12年 9月中間期 1百万円   11年 9月中間期 9 百万円   12年 3月期 5 百万円
     ②中間期末のデリバティブ取引の評価損益 - 百万円
     ③会計処理の方法の変更　　 無
     ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態
      　  総  資  産         　株  主  資　本       株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭
12年 9月中間期 340,639 85,785 25.2 214.91
11年 9月中間期 412,191 152,990 37.1 384.54
12年 3月期 403,994 154,356 38.2 386.71

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　 営業活動による 　　　 投資活動による 　 　財務活動による 　現金及び現金同等物
　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　キャッシュ・フロー 　期　 末 　残 　高

百万円 百万円 百万円 百万円
12年 9月中間期 19,600 △ 14,099 △   3,883 25,901
12年 3月期 60,289 △ 13,298 △ 71,765 24,432

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  54　社   持分法適用非連結子会社数　0　社   持分法適用関連会社数　2　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）0　社  （除外）1　社   持分法（新規）0　社  （除外）　0　社

２. 13年 3月期の連結業績予想（ 平成 12年 4月 1日  ～  平成 13年 3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円
通　　期 293,124 26,987 15,084
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）                  37 円   79  銭

△　13.30
△　 6.72

     17.75
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添 付 資 料

１．企業集団の状況
当社を中心とするミネベアグループは、当社及び関係会社５６社（子会社５４社、関連会社２社）で構成され、ベアリン

グ、機械部品、輸送用機器、特殊機器及び電子機器の製造・販売、並びに家具及びインテリア用品等の一般流通商品の販売
を行っております。
製品の製造は、当社及び国内子会社、米国、欧州、アジアの各国に所在する子会社が各製造品目ごとの生産を担当してお

ります。製品の販売は、国内においては当社の販売特約店である(株)啓愛社エヌ・エム・ビーを通じて行っており、海外に
おいては米国、欧州、アジア各地に所在する子会社及び当社の支店を通じて行っております。一般流通商品の販売は、当社
の子会社である(株)アクタスを通じて行っております。

各事業の種類別セグメントとの関連並びに主要な生産会社及び販売会社は、次のとおりであります。

事業の種類別
セグメント

事　業 主要な生産会社 主要な販売会社

機械加工品 ベアリング 当社
NEW HAMPSHIRE BALL BEARINGS,INC.
ROSE BEARINGS LTD.
NMB SINGAPORE LTD.
PELMEC INDUSTRIES (PTE.) LTD.
NMB THAI LTD.
PELMEC THAI LTD.
NMB HI-TECH BEARINGS LTD.
上海美 精密机 有限公司

当社
NMB TECHNOLOGIES CORPORATION
NEW HAMPSHIRE BALL BEARINGS,INC.
NMB (U.K.) LTD.
NMB-MINEBEA-GmbH
NMB ITALIA S.r.l.
NMB MINEBEA S.a.r.l.
MINEBEA TECHNOLOGIES PTE. LTD.
NMB KOREA CO.,LTD.

機械部品 当社
NMB SINGAPORE LTD.
MINEBEA THAI LTD.

(株)啓愛社エヌ・エム・ビー

輸送用機器 当社
特殊機器 当社

IMC MAGNETICS CORP.
電子機器 電子機器 当社

ミネベア音響(株)
ミネベアジオテクノロジー(株)
ミネベアエレクトロニクス(株)
MINEBEA THAI LTD.
MINEBEA ELECTRONICS (THAILAND) CO.,LTD.
POWER ELECTRONICS OF MINEBEA CO.,LTD.
環中企業股 有限公司
上海美 精密机 有限公司

流通販売ほか 一般流通商品ほか ―― (株)アクタス



事業の系統図は主に次のとおりであります。

――　製品の流れ
　　　原材料･部品の流れ
得　　　　意　　　　先

ベ ア リ ン グ 海 外 販 売 会 社 国 内 販 売 会 社 特 殊 機 器
販売特約店
(株)啓愛社ｴﾇ･ｴﾑ･ﾋﾞｰ

連結子会社
IMC MAGNETICS
 CORP.

連結子会社
NEW HAMPSHIRE BALL
 BEARINGS,INC.
ROSE BEARINGS LTD.

連結子会社
NMB TECHNOLOGIES
 CORPORATION
NMB(U.K.)LTD.
NMB-MINEBEA-GmbH.
NMB ITALIA S.r.l.
NMB MINEBEA S.a.r.l.
NMB KOREA CO.,LTD. (海外支店)
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MINEBEA TECHNOLOGIES
 PTE.LTD.

ミ ネ ベ ア (株)  (当 社)

電 子 機 器 機 械 加 工 品 (ベアリング・機械部品・輸送用機器・特殊機器）

電 子 機 器 ベ ア リ ン グ 機　械　部　品

連結子会社
NMB SINGAPORE LTD.
MINEBEA THAI LTD.

連結子会社
NMB SINGAPORE LTD.
PELMEC INDUSTRIES
 (PTE.)LTD.
NMB THAI LTD.
PELMEC THAI LTD.
NMB HI-TECH BEARINGS LTD.
上海美 精密机 有限公司 流 通 販 売

連結子会社
(株)アクタス

連結子会社
ﾐﾈﾍﾞｱ音響(株)
ﾐﾈﾍﾞｱｼﾞｵﾃｸﾉﾛｼﾞｰ(株)
ﾐﾈﾍﾞｱｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ(株)
MINEBEA THAI LTD.
MINEBEA ELECTRONICS
 (THAILAND)CO.,LTD.
POWER ELECTRONICS OF
 MINEBEA CO.,LTD.
環中企業股 有限公司
上海美 精密机 有
 限公司

そ 　　の　　 他

持 株 会 社 海外子会社に対する投融資業

連結子会社
NMB(USA)INC.

連結子会社
MINEBEA CP,INC.
MINEBEA EUROPE FINANCE B.V.
MINEBEA INVESTMENT(PTE.) LTD.
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２．経   営   方   針

　(1) 会社の経営の基本方針

当社は次の「五つの心得」を経営の基本方針としております。

(一) 従業員が誇りを持てる会社でなければならない
(二) お客様の信頼を得なければならない
(三) 株主の皆様のご期待に応えなければならない
(四) 地域社会に歓迎されなければならない
(五) 国際社会の発展に貢献しなければならない

　この基本経営方針の下に、当社は「高付加価値製品の開発」「製品の品質の高度化」に積極的に取り組み、当社の実力
を発揮出来る分野に経営資源を集中すると共に、「財務体質の強化」を中心とした企業運営の強化と社内外に対して解り
やすい「透明度の高い経営」の実践を心がけております。
　また、「環境保全活動」については、当社が世界各地で事業を展開する上で最重要テーマの一つとして従来から徹底し
た取り組みを続けております。

　(2) 会社の利益配分に関する基本方針

　当社の配当政策の基本的な考え方は株主への利益還元、事業展開並びに企業体質の強化等を総合的に勘案しながら、安
定した配当を継続することが重要であると考えております。
　従って、内部留保資金は、企業体質の強化と今後の新たな成長に繋げるための事業資金に充当する所存であります。

　(3) 中長期的な会社の経営戦略及び対処すべき課題

　　①　当社は先に述べた会社経営の基本方針に基づき「徹底した一貫生産体制」「大規模な量産工場」「整備された研究開発
体制」を世界各地で展開し、世界最強の総合精密部品メーカーとして収益性を高め、企業価値を引き上げることを目標と
しております。

②　当社は、当社グループの中期事業計画（次頁の３ヵ年計画を参照）の達成と更なる企業価値創造に向けた求心力・総合
力の向上を目的とし、インセンティブプランの一環としてワラント債方式によるストックオプションプランの導入を平成
１２年１１月１日に行いました。

　　本プランは、当社役員及び従業員の一部、並びに国内外子会社の一部の取締役及び幹部社員を対象とし広範に実施した
ので、当社グループ役職員の報酬を株主の皆様の利益と密接に関連させることにより、株主重視の経営を一段と徹底する
ものであると考えております。

　(4) 会社の経営管理組織の整備等に関する施策

①　当社は厳しいビジネス環境に対応し、適宜適切な経営施策を組織的且つ能率的に推進し、コーポレート ガバナンスの
充実をはかるため、日本・アジア地域、欧米地域、各営業本部を廃止し、営業本部に統合、また、業務、企画、管理、経
理財務の四本部組織を廃止し、管理部門全般の業務を掌握するため、東京事務管理部門会議を設置し、｢業務組織及び運
営規定｣を制定いたしました。

② 　また、当社グループの永続的発展をはかる為に行われている諸活動において、業務の質や効率の向上をはかる手段とし
て内部監査実施規定を定めると共に、社長直属の組織として本年１０月１日付で内部監査室を設置いたしました。

　　目的は、次のとおりであります。

  (1)  諸活動が、当社の経営資源である人、金、物を有効利用する形で行われているか、社内規程・規則等に準拠し、合
法的且つ効率的に行われているか等を検証し、諸活動をより効率的で質の高いものにする為の改善策を助言・勧告す
る。

  (2)  時代の要請により、近年企業を取りまく諸制度が大きく変化しているが、これらの変化に対応し、社内ルールの改
革や変更を助言・勧告する。

  (3)  当社の社会的評価・イメージを含む全ての資産の保全をはかり、リスクや損失の発生を未然に防止する。

  (4)  経営目標の効率的な達成を可能とする。
　　

　(5) 関連当事者との関係に関する基本方針

  当社は、顧客への一層のサービス向上のため、ミネベアグループ製品（以下“ミネベア製品”）の日本国内における販
売を一手に担当しております株式会社啓愛社エヌ・エム・ビー（以下“啓愛社”）との販売特約店契約を平成１２年１２
月３１日付けで解約し、平成１３年１月１日をもって啓愛社の『ミネベア製品の日本国内販売を担当する営業』を譲り受
けることにいたしました。
  これにより、当社は、日本の顧客にミネベア製品を直接販売することとなり、製造から販売に至るまでの一元的な経営
管理体制の確立・強化ができるものと考えております。
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  (6) 目標とする経営指標

当社は、平成１２年５月に３ヵ年計画を発表いたしました。この連結ベースでの見込み金額は、次のとおりであります。

                                                                                    （単位：億円）

                                平成１３年３月期 平成１４年３月期 平成１５年３月期

売　  上  　高 ２,９００ ３,３２０ ３,７３０

営　業　利　益 ３３０ ３９０ ４７０

経  常  利  益 ２４０ ３２０ ４２０

当 期 純 利 益 １５０ ２００ ２７０

営業活動によるキャッシュ・フロー ４１９ ４１６ ４６２

設 備 投 資 額 ３１３ ３２０ ３２０
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３．経   営   成   績
　(1) 当中間期の概況
    ①  業　績

　当中間期のわが国経済は、個人消費の低迷が続き,住宅投資もほぼ横ばいで推移したものの、企業収益の改善が進み設
備投資が増加するなど、緩やかな回復を見せてまいりました。また、米国及び欧州経済は健全な成長を持続し、アジア諸
国の経済も中国をはじめとして堅調に回復してまいりました。
　当社の主要市場でありますパソコンを中心とした情報通信機器関連市場は順調に拡大しておりますが、一方では価格競
争はますます激化する状況が続いております。
当社はかかる経営環境の中で、販売、生産活動の一層の効率改善、品質の向上及び高付加価値製品の開発と市場投入に
努めました。
当中間期の売上高は、円高の影響もあり１４２,１２４百万円と前中間期と比べ１,０３９百万円(０．７％)の減収とな
りましたが、営業利益は１７,１７７百万円、経常利益は１２,９８７百万円と前中間期と比べそれぞれ７２７百万円（４．４％）、
７４９百万円(６．１％)増加いたしました。中間純利益につきましては税効果会計による法人税等調整額に２,７９６百
万円を計上した事等により、７,０８４百万円となりました。

　　　
　　　(a)　事業の種類別セグメントの状況を示すと、次のとおりであります。

機械加工品事業
機械加工品事業は当社の主力製品であるボールベアリングの他に、主として航空機に使用されるロッドエンド
ベアリング、ハードディスク駆動装置(ＨＤＤ)に使用されるピボット アッセンブリー等のメカニカル パーツ、
自動車及び航空機用のネジ、自動車及び産業用車輛等用の車輪や防衛関連製品が含まれております。前述のとお
り、パソコンを中心とする情報通信機器関連市場からの需要は順調に推移したこと、アジアにおいて家電業界向
の需要が好調に推移したことから、ボールベアリングの需要は大きく増加し、ピボットアッセンブリー等の製品
も堅調に推移いたしました。
一方、ロッドエンド ベアリング、ネジは米国航空機関連市場の需要減少により売上は低迷し、防衛関連製品に
つきましては防衛予算の減少に伴い売上は減少いたしました。以上の結果、売上高は６０,９５３百万円、営業利
益は１２,０１９百万円となりました。
電子機器事業
電子機器事業は、各種精密小型モーター、キーボード、スピーカー、フロッピーディスク駆動装置(ＦＤＤ)、
スイッチング電源、各種マグネット製品や計測機器等が主な製品であります。主要客先である情報通信機器関連
市場からの需要が順調に推移したことから、精密小型モーターを中心に売上は好調に推移いたしました。この結
果、売上高は７５,４７２百万円、営業利益は４,６６９百万円となりました。
流通販売事業ほか
流通販売事業は主として日本における家具の輸入販売であります。個人消費は依然回復が遅れておりますが、
前連結会計年度に大阪伊丹空港へ新店舗を出店するなどの積極的な事業展開が功を奏し、業績は順調に伸長いた
しました。この結果、売上高は５,６９９百万円、営業利益は４８９百万円となりました。

　　　
　　　(b)　所在地別セグメントの状況は、次のとおりであります。

日本地域
日本地域は当社の最大のマーケットであります。当中間期は円高により顧客が生産品目を海外の子会社に移転
するなどの影響もあったものの、ようやく景気に明るさが見えてきた事により、売上高は５７,０２９百万円、営
業利益は５,６９０百万円となりました。
アジア地域
アジア地域は、日本、欧米のパソコンや家電製品メーカーの生産拠点として重要な地域であります。日本の顧
客による生産品目の当地域移転の影響もあり、販売は好調に伸長し、売上高は４０,１８１百万円、営
業利益は１０,２０２百万円となりました。
北米・南米地域
北米・南米地域は、主要顧客である航空機関連業界からの需要が低迷し、収益面で厳しい状況が続きました。
この結果、売上高は２８,１０６百万円、営業利益は５５３百万円となりました。
欧州地域
欧州地域は、ボールベアリング、キーボード、各種精密小型モーターなど、パソコン関連市場向けの販売が順
調に推移し、売上高１６,８０８百万円、営業利益７３２百万円となりました。

　　②　キャッシュ・フローの状況
　当社グループは、「財務体質の強化」を主要な経営方針とし、総資産の圧縮、設備投資の抑制及び負債の削減などを進
めて参りました。当中間期における現金及び現金同等物の残高は２５,９０１百万円と前期末と比べ１,４６９百万円増加
しました。
　当中間期の各活動におけるキャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。
　業績の向上を強力に進めた結果、営業活動によるキャッシュ・フローは１９,６００百万円の増加となりました。
　設備投資の支払いによる１４,６２７百万円の減少等の結果、投資活動によるキャッシュ・フローは１４,０９９百万円
の減少となりました。
　短期借入金及び長期借入金の合計３,７３５百万円の返済等により、財務活動によるキャッシュ・フローは３,８８３百
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万円の減少となりました。

　(2) 通期の見通し

　通期の連結会計年度につきましては、わが国の景気は公共投資が減少するものの民間企業の設備投資を中心に緩やかな
回復が続くものと予想されます。米国経済はインフレを懸念する見方も一部にありますが、おおむね順調な拡大を示し、
欧州・アジア経済も引続き順調に推移するものと予想されます。

①　事業の種類別セグメントの通期の見通しは、次のとおりであります。
機械加工品事業
情報通信機器関連市場からの需要は引続き好調に伸びるものと予想されますので、ボールベアリングを始め関連主
要製品の増産とコスト削減を進め、業績の向上をはかります。航空機関連は米国市場の需要に改善の兆しが見られ、
また、中小型機市場の開拓を進めることにより拡販をはかります。
電子機器事業
電子機器事業の主要顧客であります、パソコンを中心とする情報通信機器関連市場よりの需要は引続き好調に伸び
るものと予想されますので、高付加価値製品の開発と低価格対応製品の開発を進め、よりバランスの良い製品構成を
構築し業績の向上をはかります。
流通販売事業
主として日本における家具の輸入販売でありますが、個人消費は引続き低迷するものと予想されますが、堅実に事
業を進め業績の向上に努めます。

②　所在地別セグメントの通期の見通しを示すと、次のとおりであります。
日本地域
平成１２年１２月３１日をもって株式会社啓愛社エヌ・エム・ビーとの販売特約店契約を解約し、平成１３年１月
１日より当社製品を直接販売することになりました。主要顧客の東南アジア地域への生産移転が進む中で、販売面で
は厳しい状況が続くものと思われますが、製造から販売に至るまでの経営管理体制の確立･強化をはかり、また、各
地域の営業、製造、技術のより緊密な協力体制を整備し業績の向上に努めます。
アジア地域
販売面で最も成長が期待出来る地域であり、当社の主力生産基地がある地域でありますので、この利点を最大限に
活用し業績の向上をはかります。
北米・南米地域
主要顧客の一つである航空機市場からの需要に改善の兆しが見えてきており、また、中、小型機等の新たな市場開
拓を進め、同時に好調な自動車業界、パソコン業界における拡販をはかり業績の安定と向上をはかります。
欧州地域
景気が好調に推移する中で、現在進行中の開発部門の拡充により、市場のニーズに迅速に対応し、ボールベアリン
グを始め主要製品の拡販に努めます。
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４．中間連結財務諸表等

  (1) 中間連結貸借対照表          　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       （単位：百万円）

当中間期末(１２･９･３０) 前中間期末(１１・９・３０) 比　較　増　減 前期末(１２・３・３１)期　別
科　目 金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 率 金　　額 構成比
（資 産 の 部）

流 動 資 産
　　現 金 及 び 預 金
　　受取手形及び売掛金
　　有 価 証 券
　　た な 卸 資 産
    繰 延 税 金 資 産
そ の 他

　　貸 倒 引 当 金
固 定 資 産
　有 形 固 定資産
　　建 物 及 び 構 築 物
　　機械装置及び運搬具
　　工具器具及び備品
　　土 地
　　建 設 仮 勘 定
　　減 価 償 却 累 計 額
　無 形 固 定資産
　　連 結 調 整 勘 定
　　そ の 他
　投資その他の資産
　　投 資 有 価 証 券
　　長 期 貸 付 金
　　繰 延 税 金 資 産
　　そ の 他
　　貸 倒 引 当 金
繰 延 資 産
為替換算調整勘定

１５６,６０７
２５,９０１
５９,６１８
－

５１,１４７
６,９１９
１３,７９３

△   　　７７３
１８３,９０３
１４０,５３５
８０,４５３
１６４,４４５
４０,６７５
１０,６５３
３,８９８

△１５９,５９１
１７,１００
１５,２８１
１,８１９
２６,２６８
１０,１０２

６１７
１２,６２３
３,６２２

△  　　 ６９６
１２８
－

46.0

54.0

0.0
－

１５６,９２１
２５,８４８
５６,５６８

     ９,５３１
４７,７１３

     ６,６４５
１１,６２６

△    １,０１２
１７６,４８０
１３７,８９９
８０,１０１
１５７,３１４
３７,４５２
１０,７３１
２,３２９

△１５０,０３０
１８,５６７
１７,４５６
１,１１１
２０,０１３
１,３３６
１,９０１
１４,８６４
３,７６４

△    １,８５３
３０８

７８,４８１

％
38.1

42.8

   0.1
19.0

△ 　    ３１４
　　　　　５３
　　 ３,０４９
△　  ９,５３１
     ３,４３４
        ２７３
     ２,１６６
        ２３８

７,４２３
２,６３５
３５２

７,１３１
３,２２２

△         ７７
１,５６８

△    ９,５６０
△    １,４６７
△    ２,１７５

７０７
６,２５４
８,７６６

△　　１,２８４
△　　２,２４１
△ 　　　１４２

１,１５７
△　　　 １８０
△　７８,４８１

△ 0.2

4.2

△58.4
－

１５３,６５８
２４,４３２
５６,７４７

     ８,９４２
４６,８３９

     ６,７１８
１０,７６４

△　     ７８５
１８０,１８９
１４２,５５８
８２,４２６
１６３,９６８
４０,０２８
１１,１０５
３,８９１

△１５８,８６２
１７,１４１
１５,９９０
１,１５１
２０,４９０
１,３３５
１,２４５
１５,４８１
３,７２２

△　　１,２９４
２０３

６９,９４２

％
38.0

44.6

  

   0.1
17.3

資　産　合　計 ３４０,６３９ 100.0 ４１２,１９１ 100.0 △　７１,５５２△17.3 ４０３,９９４ 100.0

当中間期末 前中間期末 前 期 末

(注) 自己株式の数   １,１９０   株 　１,９３６ 　株   １,４８９　 株
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                                                                                                 （単位：百万円）

当中間期末(１２・９・３０) 前中間期末(１１・９・３０) 比　較　増　減 前期末(１２・３・３１)期    別
科　目 金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 率 金　　額 構成比
（負 債 の 部）
流 動 負 債
　　支払手形及び買掛金
　　短 期 借 入 金
　　長期借入金(1年以内返済)
　　未 払 法 人 税 等
　　賞 与 引 当 金
　　そ の 他
固 定 負 債
　　社 債
　　転 換 社 債
　　長 期 借 入 金
　　退 職 給 与 引 当 金
    退 職 給 付 引 当 金
　　そ の 他

負 債 合 計

（少 数 株 主持分）
少 数 株 主 持分

（資 本 の 部）
資 本 金
資 本 準 備 金

１３０,２２０
３８,６７４
６１,８５８
３,１４４
３,１７５
４,３９３
１８,９７４
１２４,２４３
３５,０００
４０,９０３
４７,９９５
－
２３７
１０８

２５４,４６４

３８９

６８,２５８
９４,７５６

38.2

36.5

74.7

0.1

20.0
27.8

１２５,３３８
２７,３５５
６９,０２６
６,１２０
２,７６４
４,３９２
１５,６７９
１３３,５４９
３５,０００
４２,０２９
５４,８３５

２５９
－

１,４２５
２５８,８８８

３１３

６７,６９５
９４,１９３

％
30.4

32.4

62.8

0.1

16.4
22.9

４,８８２
１１,３１９

△    ７,１６７
△    ２,９７５

４１０
０

３,２９４
△    ９,３０６

－
△    １,１２６
△    ６,８３９
△       ２５９
   　　　２３７
△    １,３１７
△    ４,４２３

７６

５６２
５６２

3.8

△  6.9

△  1.7

24.3

0.8
0.5

１２４,０８５
３１,２４８
６３,７８６
４,２３５
３,１５９
３,１４７
１８,５０７
１２５,１９１
３５,０００
４０,９１８
４８,７７１

２４７
－
２５３

２４９,２７６

３６１

６８,２５１
９４,７４９

％
30.7

31.0

  61.7

0.1

16.9
  23.4

欠 損 金        
１６３,０１５
１,４３６

△　　　１０６

47.8
△　0.4
△　0.0

１６１,８８９
８,８９６
－

39.3
△  2.2

－

１,１２５
△  　７,４５９
△  　　 １０６

0.6
△ 83.8

－

１６３,０００
８,６４１
－

40.3
△  2.1

－

△ ７５,６８５ △ 22.2 － －△  ７５,６８５ － － －
その他有価証券評価差額金
為替換算調整勘定

自 己 株 式
８５,７８６

△           １
25.2

△  0.0
１５２,９９３
△          ２

37.1
△  0.0

△  ６７,２０６
１
△ 43.9
△ 42.7

１５４,３５８
△         ２

38.2
△  0.0

     資 本 合 計 ８５,７８５ 25.2 １５２,９９０ 37.1 △  ６７,２０５ △ 43.9 １５４,３５６ 38.2
負債、少数株主持分
及 び 資 本 合 計 ３４０,６３９ 100.0 ４１２,１９１ 100.0 △  ７１,５５２ △ 17.3 ４０３,９９４ 100.0
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  (2) 中間連結損益及び中間剰余金結合計算書   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　          （単位：百万円）
当 中 間 期

自１２・４・　１
至１２・９・３０

前 中 間 期
自１１・４・　１
至１１・９・３０

比　較　増　減
前     期

自１１・４・　１
至１２・３・３１

期　別

科　目 金　　額 百分比 金　　額 百分比 金　　額 率 金　　額 百分比

売 上 高
売 上 原 価

１４２,１２４
 １００,５３１

％
100.0
70.7

１４３,１６４
１０１,７３１

％
100.0
71.1

△
△

１,０３９
１,２００

△　0.7
△  1.1

２８４,７５７
２０３,２２３

％
100.0
71.4

売 上 総 利 益
販売費及び一般管理費

４１,５９３
２４,４１６

29.3
17.2

４１,４３２
２４,９８２

28.9
17.4 △

１６１
５６５

0.3
△　2.2

８１,５３３
 ５０,４６４

28.6
17.7

営 業 利 益
営 業 外 収 益
  受 取 利 息
  受 取 配 当 金
　受 取 地 代 家 賃

１７,１７７
１,０６１
１９８

　　　 　４８
１９８

12.1
0.7

１６,４５０
２,１７２
２５０
－
－

11.5
1.5 △
△

７２７
１,１１１

５１
４８
１９８

4.4
△ 51.1

３１,０６９
２,５３２
９２６
８３
－

10.9
0.9

  有価証券評価損戻入額 － １,１６１ △ １,１６１ ５７３
　持分法による投資利益
　そ の 他
営 業 外 費 用
　支 払 利 息
　為 替 差 損
　そ の 他

１
６１４

５,２５１
３,９５６
６１２
６８１

3.7

９
７５１

６,３８５
４,２６０
８５８

１,２６６

4.5

△
△
△
△
△
△

７
１３７

１,１３４
３０３
２４６
５８４

△17.7

５
９４３

１２,０７９
７,８９６
１,７０９
２,４７３

4.2

経 常 利 益
特 別 利 益
　固 定 資 産 売 却 益
  貸倒引当金戻入額
特 別 損 失
  たな卸資産廃棄損
　固 定 資 産 売 却 損
　固 定 資 産 除 却 損
  関係会社事業整理損          
  役 員 退 職 慰 労 金
　退 職 給 付 費 用

１２,９８７
６６６
３４
６３２

１,８９８
７９６
１４８
７８
５４７
５

３２２

9.1
0.4

1.3

１２,２３７
２０８
５１

       １５６
２２,７７７
－
３４
１９７

２２,０３６
５０９
－

8.5
0.2

15.9

△

△

△
△
△

７４９
４５８
１７
４７５

２０,８７９
７９６
１１４
１１８

２１,４８９
５０４
３２２

6.1
219.6

△ 91.6

２１,５２２
３４３
１８９

        １５４
２８,４７９
１,８６３

４３
２７９

２５,７８２
５０９
－

7.6
0.1

10.0

税 金 等 調 整 前
中 間 純 利 益 １１,７５５ 8.2 － １１,７５５ － －
税 金 等 調 整 前
中間（当期）純損失 － 　１０,３３１ △　7.2 １０,３３１ ６,６１２ △  2.3

法人税、住民税及び事業税
過年度法人税等戻入額
法 人 税 等 調 整 額

１,８２０
－

２,７９６

１,３４７
４２１

△　６,０２０
△

４７３
４２１

８,８１６

２,６６３
４２１

△   ６,２７６
法 人 税 等 合 計 ４,６１６ 3.2 △　５,０９４ △  3.5 ９,７１０ △   ４,０３４ △  1.4

少 数 株 主 利 益 ５４ 0.0 ５１ 0.0 ２ 5.3 ９９ 0.0
中 間 純 利 益 ７,０８４ 5.0 － ７,０８４ － －
中間（当期）純損失 － ５,２８９ △  3.7 ５,２８９ － ２,６７７ △  0.9
欠 損 金 期 首 残 高
欠 損 金 期 首 残 高

８,６４１
８,６４１

３,６０６
１６,１２０ △

５,０３４
７,４７８

３,１６９
１６,１２０

過年度税効果調整額 － １２,５１３ △１２,５１３ １２,９５０
連結子会社の減少に
よ る 欠 損 金 減 少 高      １２０ －   　　１２０ －
欠 損 金 増 加 高
配 当 金

－
－

         －
－

 　　－
－

２,７９４
２,７９４

欠損金中間期末(期末)残高 １,４３６ ８,８９６ △   ７,４５９ ８,６４１
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  (3) 中間連結キャッシュ･フロー計算書                                                              (単位：百万円）
当 中 間 期

自１２・４・　１
至１２・９・３０

前       期
自１１．４．  １
至１２．３．３１

                                              期  別

　科  目 金 額 金 額
Ⅰ　営業活動によるキャッシュ･フロー
      税金等調整前中間純利益
　　　税金等調整前当期純損失
　　　減価償却費
　　　連結調整勘定償却額
      持分法による投資利益
　　　受取利息及び受取配当金
　　　支払利息
　　　有形固定資産売却損（または、売却益）
　　　有形固定資産除却損
　　　有価証券評価損戻入額
　　　関係会社事業整理損
　　　売上債権の増加額（または、減少額）
　　　たな卸資産の増加額（または、減少額）
　　　仕入債務の増加額
      貸倒引当金の減少額（または、増加額）
　　　賞与引当金の増加額
　　　退職給付引当金の減少額
　　　流動資産-その他の増加額（または、減少額）
　　　流動負債-その他の増加額

１１,７５５
－

１０,６１８
７６０

△　　 　　　　　　１
△　　　 　　　２４６

３,９５６
１１４
７８
－
－

     △  　　　  ３,３８７
     △  　　　　５,１１３

８,２５８
△　　　　　　 ６１０

１,３７１
△ 　　　　　　　１０
△　 　　　 ３,１３１

５２０

－
△          ６,６１２

２２,１６０
２,８６６

△                 ５
△          １,０１０

７,８９６
△             １４５

２７９
△             ５７３

２５,７８２
９,６３１
２,０９２
５,２１４
１,１５６

３
△                 ８

１６９
１,１１３

　　　　　小　　計
　　　利息及び配当金の受取額
　　　利息の支払額
　　　法人税等の支払額

２４,９３４
２４７

△ 　　　　 ３,８４６
△　 　　　 １,７３５

７０,０１０
９８３

   △          ７,７６３
△          ２,９４１

　　　　営業活動によるキャッシュ･フロー

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ･フロー
　　　有価証券の売却による収入
　　　有形固定資産の取得による支出
　　　有形固定資産の売却による収入
　　　投資有価証券の取得による支出
　　　連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出
　　　連結の範囲の変更を伴う子会社の売却による収入
　　　貸付による支出
　　　貸付金の回収による収入
　　　固定資産-その他の増加額（または、減少額）

１９,６００

－
△　 　　 １４,６２７

３８９
△　　 　　　　　　１

－
－

△             ４１０
１,０３８

△　　　　 　　４８７

６０,２８９

１,６８９
△        １９,５０４

                   １１３
△                 ２
△               ４３

５,１４７
△          １,７９２

６２７
４６７

        投資活動によるキャッシュ･フロー
　　
Ⅲ  財務活動によるキャッシュ･フロー
　　　短期借入金の減少額
　　　コマーシャルペーパーの償還による支出
　　　長期借入れによる収入
　　　長期借入金の返済による支出
　　　自己株式の取得による支出
　　　配当金の支払額
　　　少数株主への配当金の支払額
　　　固定負債-その他の減少額

△　　　　１４,０９９

△　　　　　１,９４３
－
－

△　 　　　 １,７９１
０
－
－

△　　 　　　　１４７

△        １３,２９８

△        ５３,３０５
△        １０,０７１

７,６４２
△        １２,９７４
△                 ０
△          ２,７９４
△               ２８
△             ２３３

　    　財務活動によるキャッシュ･フロー △　　　 　 ３,８８３ △        ７１,７６５

Ⅳ  現金及び現金同等物に係る換算差額 △　　　　　　 １４８ △             ９８１
Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額（または､減少額）
Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高

１,４６９
２４,４３２

△        ２５,７５５
５０,１８７

Ⅶ　現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 ２５,９０１ ２４,４３２
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(注)　リース取引関係

　当　　中　　間　　期 　前　　中　　間　　期 　　　前　　　　期

取得価額
相 当 額

減価償却累計
額 相 当 額

中間期末残高
相 当 額

取得価額
相 当 額

減価償却累計
額 相 当 額

中間期末残高
相 当 額

取得価額
相 当 額

減価償却累計
額 相 当 額

期末残高
相 当 額

 ①リース物件の取得
価額相当額、減価
償却累計額相当額
及び中間期末(期
末)残高相当額

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

機 械 装 置
及 び 運 搬 具 ２,０９１ １,２８２ 　 ８０９ ２,２３１ １,１９６ １,０３５ ２,４３９ １,４２９  １,０１０

　工具器具及び備品 ４,３１６  ２,３７６ １,９４０ ４,６６３ ２,６０１ ２,０６２ ４,６４８ ２,７４１ １,９０７
合　　　　計 ６,４０７ ３,６５８ ２,７４９ ６,８９４ ３,７９７ ３,０９７ ７,０８７ ４,１７０ ２,９１７
なお、取得価額相当額は、未経過リース料中間期末(期末)残高が有形固定資産の中間期末(期末)残高等に占める割合が
低いため、「支払利子込み法」により算定しております。

②未経過リース料中間期末(期末)残高相当額

１ 年 以 内 　　１,２４３百万円 １,３４５百万円 １,３１４百万円
１ 年 超     １,５０６百万円 １,７５２百万円 １,６０３百万円
 　合 計   　２,７４９百万円 ３,０９７百万円 ２,９１７百万円

なお、未経過リース料中間期末(期末)残高相当額は、未経過リース料中間期末(期末)残高が有形固定資産の中間期末(期
末)残高等に占める割合が低いため、「支払利子込み法」により算定しております。

③支払リース料及び減価償却費相当額

支 払 リ ー ス 料 　 ６８４百万円 　７４８百万円 １,３８１百万円
減価償却費相当額 　 ６８４百万円 　７４８百万円 １,３８１百万円

④減価償却費相当額の算定方法

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
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　(4) 中間連結財務諸表作成のための基本となる事項
　　　①　連結範囲及び持分法の適用に関する事項

　　　　　　連結子会社数　　　　５４社　　　　主要会社名    NMB SINGAPORE LTD., NMB (USA) INC., NMB THAI LTD.

   MINEBEA ELECTRONICS (THAILAND) CO.,LTD.

　　　　　　関連会社数　　　　　　２社　　　　うち持分法適用会社数及び主要会社名　　　２社

   (株)湘南精機 , 関東精工(株)

　　　②　連結範囲及び持分法の適用の異動状況

(イ)連結子会社 新
規

ありません。

除
外 会社清算による (１社) MF INDUSTRIES CO.,LTD.

(ロ)持分法適用会社 新
規

ありません。

除
外

ありません。

　　　③　連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、中間決算日が中間連結決算日と異なる会社については、当中間連結財務諸表の作成にあたり、
中間連結決算日現在で実施した仮決算に基づく中間財務諸表を使用しております。

　　　④　会計処理基準に関する事項
　　　　(a) 重要な資産の評価基準及び評価方法

1.たな卸資産
当社及び国内連結子会社については、主として移動平均法又は総平均法による原価法を採用しております。

    在外連結子会社については、主として先入先出法又は移動平均法による低価法を採用しております。
2.その他有価証券
・時価のあるもの
中間期末日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。また、評価差額は、全部資本直入法により処
理し、売却原価は移動平均法により算定しております。
・時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。
　　　　(b) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

1.有形固定資産
当社及び国内連結子会社については、定率法を採用しております。なお、少額の減価償却資産（取得価額１０

万円以上２０万円未満の減価償却資産）については、事業年度毎に一括して３年間で均等償却しております。
在外連結子会社については、主として定額法を採用しております。

            2.無形固定資産
当社及び国内連結子会社については、定額法を採用しております。
在外連結子会社については、主として定額法を採用しております。

　　　　(c) 重要な引当金の計上基準
            1.退職給付引当金

当社及び国内連結子会社については、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債
務及び年金資産の見込み額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上してお
ります。
なお、会計基準変更時差異（３,２２２百万円）については、５年による按分額を「退職給付費用」とし特別

損失に計上しております。
在外連結子会社については、従業員の退職金の支給に備えるため、中間期末要支給額を計上しております。

            2.貸倒引当金
当社及び国内連結子会社では、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
在外連結子会社については、債権の貸倒による損失に備えるため、個々の債権の回収可能性を勘案して回収不

能見込額を計上しております。
　　　　　　3.賞与引当金

当社及び国内連結子会社については、従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき
計上しております。
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在外連結子会社については、発生基準に基づき計上しております。
        (d) 中間連結財務諸表の作成の基礎となった連結会社の中間財務諸表の作成に当たって採用した重要な外貨建資産及

び負債の本邦通貨への換算基準
当社及び国内連結子会社については、中間決算日の直物為替相場（為替予約のあるものは除く）による円換算

額を付しております。
在外連結子会社については、中間決算日の直物為替相場（為替予約のあるものは除く）によっております。

　　　　(e) 重要なリース取引の処理方法
当社及び国内連結子会社はリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、在外連結子会社については主とし
て当社と同じ方法によります。

        (f) 重要なヘッジ会計の方法
記載すべき事項はありません。

        (g) 消費税等の会計処理
税抜方式によっております。

        (h) 中間期末日満期手形処理
              中間連結会計年度末日満期手形は、手形交換日をもって決済処理をしております。

従って、当中間連結会計年度末日が金融機関の休日のため、中間期末日満期手形が次の科目に含まれております。

                  受取手形及び売掛金                 ４１百万円

                  流動資産のその他                     ３百万円
                  （営業外受取手形）

                  支払手形及び買掛金            １,８８６百万円

                  流動負債のその他                   ５８百万円
                  （設備関係支払手形）
  
　　　⑤　中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わ
ない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

　　　⑥　表示方法の変更
　「受取地代家賃」は、前中間連結会計期間まで中間連結損益及び中間剰余金結合計算書上「営業外収益のその他」
に含めて表示しておりましたが、当中間連結会計期間より区分掲記することとしました。
　なお、前中間連結会計期間の「営業外収益のその他」に含まれている「受取地代家賃」は、２８７百万円でありま
す。

　　　
      ⑦  追加情報

(a) 退職給付会計
当中間連結会計期間から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業
会計審議会  平成１０年６月１６日））を適用しております。これに伴う会計処理の変更により、前中間連結会
計期間と同一の処理方法によった場合に比べ、経常利益は３３５百万円増加し、税金等調整前中間純利益は１３
百万円増加しております。
なお、退職給付費用は７２１百万円であり、前中間連結会計期間の退職給付に係る費用に比べ、３４４百万円
増加しております。
また，退職給与引当金及び企業年金制度の過去勤務債務等に係る未払金は、退職給付引当金に含めて表示して
おります。

        (b) 金融商品会計
当中間連結会計期間から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」）（企
業会計審議会 平成１１年１月２２日））を適用し、その他有価証券の評価の方法について変更しております。
この変更により、前中間連結会計期間と同一の基準によった場合に比べ、経常利益は８８９百万円、税金等調整
前中間純利益は８８９百万円とそれぞれ増加しております。
また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、「その他有価証券」として中間連結貸借対照表上「投
資有価証券」に含めて表示しております。この変更により、前中間連結会計期間と同一の基準によった場合と比
べ、流動資産の「有価証券」は８,９４２百万円減少し、「投資有価証券」は８,９４２百万円増加しております。

        (c) 外貨建取引等会計基準
当中間連結会計期間から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意
見書」（企業会計審議会  平成１１年１０月２２日））を適用しております。この変更により、前中間連結会計
期間と同一の基準によった場合に比べ、経常利益は８百万円、税金等調整前中間純利益は８百万円とそれぞれ減
少しております。
　また、従来「資産の部」に計上していた為替換算調整勘定は、中間連結財務諸表規則の改正により、当中間連
結会計期間より「資本の部」に計上しております。
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５．セグメント情報

　(1) 事業の種類別セグメント情報

当中間期（自　平成１２年４月１日　至　平成１２年９月３０日）                               （単位：百万円）

当　　　中　　　間　　　期

機械加工品 電子機器 流通販売ほか 計
消　　去
又は全社

連　結

Ⅰ　売上高及び営業利益
　  売 上 高
  (1) 外 部 顧 客 に
       対 す る 売 上

６０,９５３ ７５,４７２ ５,６９９ １４２,１２４ － １４２,１２４

　(2) セグメント間の内部
       売上高又は振替高

４,２９０ － － ４,２９０ △　４,２９０ －

計 ６５,２４３ ７５,４７２ ５,６９９ １４６,４１４ △　４,２９０ １４２,１２４
　  営 業 費 用 ５３,２２４ ７０,８０３ ５,２１０ １２９,２３７ △　４,２９０ １２４,９４７
　  営 業 利 益 １２,０１９ ４,６６９ ４８９ １７,１７７ － １７,１７７
Ⅱ 資産、減価償却費
    及 び 資 本 的 支 出
    資              産 １８４,３５８ ２４８,６４１ ７,１９５ ４４０,１９４ △９９,５５５ ３４０,６３９

    減  価  償  却  費 ４,８６３ ５,７５４ ４３ １０,６６０ － １０,６６０

    資  本  的  支  出 ７,９７６ ７,３１２ ７ １５,２９５ － １５,２９５
(注)１．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。
　　２．各区分の主な製品
　　　①　機械加工品……ベアリング、ピボット･アッセンブリー、テープガイド、ファスナー、航空機用機械加工部品、車輪、

防衛関連機器等
　　　②　電子機器………各種小型モーター、キーボード、スピーカー、電源トランス、ＦＤＤサブアッセンブリー、スイッチ

ング電源、インダクター、ハイブリッドＩＣ、バックライト・インバーター、ひずみゲージ、ロード
セル等

　　　③　流通販売ほか…家具及びインテリア用品等

前中間期（自　平成１１年４月１日　至　平成１１年９月３０日）
  当社企業グループは、主力製品であるベアリング、電子機器等の機械器具関連の製造販売を中心に事業を行っております。
同事業の売上高、営業利益及び資産の金額が、いずれも全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計及び資産の金額合計
の９０％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。
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前期（自　平成１１年４月１日　至　平成１２年３月３１日）                                    （単位：百万円）

前　　　 　　　 　　　期

機械加工品 電子機器 流通販売ほか 計
消　　去
又は全社

連　結

Ⅰ　売上高及び営業利益
　  売 上 高
  (1) 外 部 顧 客 に
       対 す る 売 上

127,734 146,133 10,890 284,757 － 284,757

　(2) セグメント間の内部
       売上高又は振替高

6,940 － － 6,940 △ 6,940 －

計 134,674 146,133 10,890 291,697 △ 6,940 284,757
　  営 業 費 用 112,678 137,879 10,071 260,628 △ 6,940 253,688
　  営 業 利 益 21,996 8,254 819 31,069 － 31,069
Ⅱ 資産、減価償却費
    及 び 資 本 的 支 出
    資          産 183,111 234,558 8,022 425,691 △ 21,697 403,994
    減  価  償  却  費 10,031 11,911 83 22,025 － 22,025
    資  本  的  支  出 8,813 10,571 228 19,613 － 19,612
注)１．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。
　 ２．各区分の主な製品
　　　①　機械加工品……ベアリング、ピボット･アッセンブリー、テープガイド、ファスナー、航空機用機械加工部品、車輪、

防衛関連機器等
　　　②　電子機器………各種小型モーター、キーボード、スピーカー、電源トランス、ＦＤＤサブアッセンブリー、スイッチ

ング電源、インダクター、ハイブリッドＩＣ、バックライト・インバーター、ひずみゲージ、ロード
セル等

　　　③　流通販売ほか…家具及びインテリア用品等
３．　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、６９,９４２百万円であり、すべて為替換算調整勘定で

あります。
　 ４．開示区分の変更

　当期より事業戦略に基づきグループ内の事業区分を「機械加工品事業」「電子機器事業」「流通販売事業ほか」の３
区分にしたことに伴い、従来「機械器具関連事業」としていた「機械加工品事業」及び「電子機器事業」を区分するこ
とにしました。
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　(2) 所在地別セグメント情報　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   （単位：百万円）

当　　　中　　　間　　　期

日　本 アジア 北米・南米 欧　州 計
消　　去
又は全社

連　結

Ⅰ　売上高及び営業利益
　  売 上 高
  (1) 外 部 顧 客 に
       対 す る 売 上

57,029 40,181 28,106 16,808 142,124 － 142,124

 (2)  セグメント間の内部
          売上高又は振替高

46,586 57,532 757 1,430 106,305 △106,305 －

計 103,615 97,713 28,863 18,238 248,429 △106,305 142,124
　営 業 費 用 97,925 87,511 28,310 17,506 231,252 △106,305 124,947
　営 業 利 益 5,690 10,202 553 732 17,177 － 17,177
Ⅱ  資              産 185,665 178,574 45,763 30,192 440,194 △ 99,555 340,639

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     （単位：百万円）

                             前      中      間　    期

日　本 アジア 北米・南米 欧　州 計
消　　去
又は全社

連　結

Ⅰ　売上高及び営業利益
　  売 上 高
  (1) 外 部 顧 客 に
       対 す る 売 上

56,918 38,883 30,396 16,967 143,164 － 143,164

　(2) セグメント間の内部
       売上高又は振替高

42,324 51,692 469 995 95,480 △  95,480 －

計 99,242 90,575 30,865 17,962 238,644 △  95,480 143,164
　営 業 費 用 93,505 81,490 29,786 17,413 222,194 △  95,480 126,714
　営 業 利 益 5,737 9,085 1,079 549 16,450 － 16,450
Ⅱ  資              産 185,974 155,668 42,164 33,122 416,928 △  4,737 412,191

                                                                                                 （単位：百万円）

前　　　　 　　　　　　期

日　本 アジア 北米・南米 欧　州 計
消　　去
又は全社

連　結

Ⅰ　売上高及び営業利益
　  売 上 高
  (1) 外 部 顧 客 に
       対 す る 売 上

117,141 74,067 58,253 35,296 284,757 － 284,757

　(2) セグメント間の内部
       売上高又は振替高

77,697 107,033 1,533 3,926 190,189 △ 190,189 －

計 194,838 181,100 59,786 39,222 474,946 △ 190,189 284,757
　営 業 費 用 182,955 165,927 57,057 37,938 443,877 △ 190,189 253,688
　営 業 利 益 11,883 15,173 2,729 1,284 31,069 － 31,069
Ⅱ  資              産 182,130 168,406 41,265 33,851 425,652 △ 21,658 403,994

(注)１．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域
      ①　国又は地域の区分方法・・・・・地理的近接度によっております。
　　　②　各区分に属する主な国又は地域
　　　　　　　ア　ジ　ア：タイ、シンガポール、中国、台湾、韓国等
　　　　　　　北米・南米：米国、カナダ、メキシコ
　　　　　　　欧　　　州：イギリス、ドイツ、フランス、イタリア、オランダ等
　　２．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は前中間期７８,４８１百万円及び前期６９,９４２百万円で

あり、すべて為替換算調整勘定であります。
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  (3) 海 外 売 上 高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      （単位：百万円）

当 中 間 期

アジア 北米・南米 欧　州 合　計

Ⅰ 海 外 売 上 高 41,314 28,133 16,648 86,095

Ⅱ 連 結 売 上 高 142,124

Ⅲ
連結売上高に占める
海外売上高の割合

％
29.1

％
19.8

％
11.7

％
60.6

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    （単位：百万円）

前 中 間 期

アジア 北米・南米 欧　州 合　計

Ⅰ 海 外 売 上 高 42,525 30,398 16,973 89,896

Ⅱ 連 結 売 上 高 143,164

Ⅲ
連結売上高に占める
海外売上高の割合

％
29.7

％
21.2

％
11.9

％
62.8

  

                                                                    （単位：百万円）

前 期

アジア 北米・南米 欧　州 合　計

Ⅰ 海 外 売 上 高 82,445 58,148 35,326 175,919

Ⅱ 連 結 売 上 高 284,757

Ⅲ
連結売上高に占める
海外売上高の割合

％
29.0

％
20.4

％
12.4

％
61.8

(注)１．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
　　２．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域
　　　①　国又は地域の区分方法・・・・・地理的近接度によっております。
　　　②　各区分に属する主な国又は地域
　　　　　　　ア　ジ　ア：タイ、シンガポール、中国、台湾、韓国等
　　　　　　　北米・南米：米国、カナダ、メキシコ等
　　　　　　　欧　　　州：イギリス、ドイツ、フランス、イタリア、オランダ等
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６．生産、受注及び販売の状況

  (1) 生 産 実 績                                                                                （ 単位：百万円）

事 業 の 種 類 別 セ グ メ ン ト                当  中  間  期 前          期

機 械 加 工 品                ６３,７９７ １２５,１２１

電 子 機 器                ７４,３８５ １４１,６０６

流 通 販 売 ほ か                   －     －

合 計                 １３８,１８２ ２６６,７２７

(注) 金額は、販売価格(消費税抜き)によっております。

  (2) 受 注 実 績                                                                                （単位：百万円）

当  中  間  期 前          期
事 業 の 種 類 別 セ グ メ ン ト                

受注高 受注残高 受注高 受注残高

機 械 加 工 品                ６３,５６０ ３７,２４８ １２２,１４０ ３４,６４１

電 子 機 器                ７７,６７４ ２４,７６８ １４５,３８５ ２２,５６６

流 通 販 売 ほ か                ５,７０６ １,０１８ １１,０７８ １,０１１

合 計          １４６,９４０ ６３,０３４ ２７８,６０３ ５８,２１８
(注) 金額は、販売価格(消費税抜き)によっております。

  (3) 販 売 実 績                                                                                （単位：百万円）

事 業 の 種 類 別 セ グ メ ン ト                当  中  間  期 前          期

機 械 加 工 品                ６０,９５３ １２７,７３４

電 子 機 器                ７５,４７２ １４６,１３３

流 通 販 売 ほ か                  ５,６９９   １０,８９０

合 計                  １４２,１２４ ２８４,７５７
(注)1．金額は、販売価格(消費税抜き)によっております。
    2．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合                        （単位：百万円）

当  中  間  期 前          期
相    手    先

販 売 高      割 合      (％) 販 売 高      割 合      (％)

（株）啓愛社エヌ・エム・ビー ４９,５３７ ３４．９ ９６,２２９ ３３．８
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７．有 価 証 券 関 係

※ 前中間期末の「有価証券の時価等」については、「個別財務諸表等」に記載しております。

              有有有有        価価価価        証証証証        券券券券                        （単位：百万円）

当   中   間   期   末

種　　　　　類
取 得 原 価

中間連結貸借

対照表計上額
差       額

  その他有価証券で時価のあるもの

株          式 ８,９４２ ８,７６５ △　１７６

債          券 ─ ─ ─

そ    の    他 ─ ─ ─

合       計 ８,９４２ ８,７６５ △　１７６
（注）時価評価されていない主な「有価証券」
        その他有価証券  非上場株式（店頭売買株式を除く）               １,３３６百万円

          

                                                                                  

                                     有有有有    価価価価    証証証証    券券券券    のののの    時時時時    価価価価    等等等等                  （単位：百万円）

前        期        末

種　　　　　類 中間連結貸借

対照表計上額
時       価 評 価 損 益

 ① 流動資産に属するもの

           株          式 ８,９４２ ９,７３５ ７９２

債　　　　　券 ─ ─ ─

そ　　の　　他 ─ ─ ─

小       計 ８,９４２ ９,７３５ ７９２

 ② 固定資産に属するもの

株　　　　　式 ─ ─ ─

債　　　　　券 ─ ─ ─

そ　　の　　他 ─ ─ ─

小　　 　計 ─ ─ ─

合　　   計 ８,９４２ ９,７３５ ７９２

　(注)1. 時価(時価相当額を含む)の算定方法
　　　　　 上 場 有 価 証 券･･････････････････　主に、東京証券取引所の最終価格によっております。
　　　　　 店頭売買有価証券･･････････････････　日本証券業協会の公表する売買価格等によっております。
　　　　　 非上場の証券投資信託の受益証券･･････　基準価格によっております。
      2. 開示の対象から除いた有価証券の連結貸借対照表計上額

  固定資産に属するもの      非上場株式（店頭売買株式を除く）    １，３３６百万円

８．デリバティブ取引関係

※ 前中間期末の「デリバティブ取引」については、「個別財務諸表等」に記載しております。

当中間期末において「デリバティブ取引」を利用していないので、該当事項はありません。

前期末において「デリバティブ取引」を利用していないので、該当事項はありません。


